
議員提出第６号議案 

    

北朝鮮による日本人拉致問題の早期解決を求める意見書 

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１３条第１項の規定により提

出する。 

  平成２４年６月２９日 

         提 出 者 

足立区議会議員  加  藤  和  明 

同        たきがみ     明 

同        吉  岡     茂 

同        くじらい  光  治 

同        針  谷  み き お 

同        前  野  和  男 

同        あ か し  幸  子 

同        鈴  木  あ き ら 

同        鹿  浜     昭 

同        馬  場  信  男 

同        長  井  まさのり 

同        ぬ か が  和  子 

同        浅  古  みつひさ 

            

足立区議会議長  渡 辺 ひであき  様 

 

（提案理由） 

 政府に対し、全ての拉致被害者を早急に救出するよう求めるため、本

案を提出する。 

 

 



北朝鮮による日本人拉致問題の早期解決を求める意見書 

 

北朝鮮による日本人拉致問題は重大な国家主権の侵害であり、かつ許

し難い人権侵害であることは言うまでもない。 

平成１４年の日朝首脳会談で、北朝鮮は日本人の拉致を認め、５名の

拉致被害者及びその家族が帰国を果たしたが、その後は特別な進展のな

いまま、１０年の歳月が経過しようとしている。 

また、北朝鮮による拉致被害者として認定された１７名のほか、いわ

ゆる特定失踪者を含む多くの未認定被害者が確実に存在する。これは政

府も認めている事実である。 

こうした中、平成２３年１２月に金正日総書記が死去し、新体制に移

行されたことは、日本人拉致問題の解決に向けた好機である。政府は国

際社会とも連携し、新指導部が平成１４年の日朝平壌宣言、平成１７年

の六者会合共同声明に立ち返り、国際社会の責任ある一員としての道を

進むよう働きかけ、北朝鮮を実務的協議の場に引き出さなければならな

い。 

一方で、不測の事態が発生し、拉致被害者の安全が脅かされる危険が

あるとの声もあり、その対策も早急に検討しなければならない。 

よって、足立区議会は政府に対し、今年を勝負の年と位置づけ、全て

の拉致被害者を早急に救出するよう強く求めるものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 

平成  年  月  日 

議  長  名 

内閣総理大臣 

外務大臣      あ て 

拉致問題担当大臣 


